
地域医療構想策定に係る必要病床数の推計について

１ 推計に活用したデータ
・厚生労働省から提供された「必要病床数推計ツール」から算出したもの
・当該ツールは、2013年度（平成25年度）１年分の以下のデータを用いて推計される

資料４－１
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３ 入院受療率の算出方法

入院受療率 ＝ 医療需要（平成25年度）
（平成25年度）

性年齢階級別人口（平成25年度）
※構想区域（二次医療圏）毎に受療率を算出

必要病床数（床）＝入院受療率（平成25年度）×性年齢階級別人口（将来年度）

病床稼働率（※）
（※）病床稼働率は、次の値を全国一律で用いる
・高度急性期：0.75・急性期：0.78・回復期：0.9・慢性期：0.92

２ 必要病床数の算出方法

４ 医療需要の算出式

ＮＤＢのレセプトデータ（①）
＋ＤＰＣデータ（②）
＋公費医療データ（③、④、⑤）
＋分娩のデータ（⑥）
＋介護老人保健施設サービス受給者データ（⑦）
＋労災保険医療データ（⑧）
＋自賠責保険医療データ（⑨）

３６５

医療需要（人／日） ＝

①～⑨の総和を365（日）
で除する

※（）内の①～⑨はスライド１の搭載データ種別に該当
※医療需要は、上記データを「病床の機能区分等」（４機能分類及び在宅医療等）、「疾患区分」（約90分類）、「性」（２分類）、「年
齢」（17分類）、「患者住所地二次医療圏」（344分類）、「医療機関所在地二次医療圏」（344分類）別に算出（別記１参照）

※構想区域（二次医療圏）毎に受療率を算出
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５ 医療需要の４機能分類及び在宅医療の区分方法
（１）高度急性期、急性期、回復期の医療需要について

（3000点）

医療資源投入量：患者に対して行われた診療行為を１日あたりの診療報酬の出来高点数で換算した値

（600点）

（175点）

・回復期リハビリテーション病棟に入院す
る患者（一般病床、療養病床）について
は、医療資源投入用の区分によらず回
復期で算定
・医療資源投入量が175点未満の医療を
受ける入院患者であっても、リハビリテー
ション料を含んだ医療資源投入量が175
点を超えている場合には、回復期で算定
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（２）慢性期の医療需要について

ア 考え方

○ 慢性期の医療需要については、現在の療養病床が主な慢性期機能を担っているが、診療報
酬が包括算定であるため、一般病床のように医療行為を出来高換算をすることは困難であり、
医療資源投入量による区分は行わない

○ また、慢性期機能の中には在宅医療等で対応可能な患者が一定数いることを前提に考え、
慢性期の入院受療率を縮小させる目標を設定し、目標に相当する患者数を慢性期の患者数と
して見込む

イ 医療需要と入院受療率の算出方法 医療需要

入院受療率
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ウ 慢性期病床の地域差の解消

○ 現在、療養病床の入院受療率に地域差があることを踏まえ、この地域差を縮小していく観
点から、都道府県は、二次医療圏ごとに、パターンＡからＢまでの範囲内で入院受療率の目
標を定めることとする。
パターンＡ：全ての二次医療圏が全国最小レベル（県単位）まで入院受療率を低下する

パターンＢ：全国最大レベル（県単位）の入院受療率を全国中央値レベル（県単位）にまで低
下させる割合を用いて、二次医療圏ごとに全国最小との差を等比的に低下する。
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（３）在宅医療等（※）の医療需要について

ア 考え方

○ 現在、療養病床に入院する患者数の内、在宅医療で対応可能な患者数が一定数いるという
考えに基づき、療養病床の患者数を一定数在宅医療に移行するものとして見込む

○ 現在、在宅医療等を受けている患者数や、医療資源投入量の低い（Ｃ３未満）一般病床で入
院する患者数についても在宅医療等に移行するものとして見込む

※居宅、特別養護老人ホーム、老人保健施設等医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であり、現在の病院・診療所
以外の場所における医療等を指す

イ 算出方法 回復期リハ病
棟の患者数

医療区分１
の70％

地域差の解消分

（Ａパターン、Ｂ
パターン）

現時点で訪問診療を受けている患者数
＋現時点の老健施設の入所者数①

②

③ ④

・２０１３年の医療需要＝①＋③＋④の合計数

・将来の医療需要＝①＋②＋③＋④（それぞれ将来年度の性年齢階級別の人口を
反映した数）

③
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６ 必要病床数の算出にあたっての留意事項

○ 推計値について
・特定の個人が第三者に識別されることを防ぐため、医療需要及び必要病床数等の数が二次医
療圏にあっては、10未満、市区町村にあっては100未満となる数字は非表示となっており、推計値
にも含まれていない
○ 疾病別の病床数について

・疾病ごとのデータには以下のデータが含まれていないため、必要病床数や流出入の状況を把握
できない＝参考値

・ＮＤＢのレセプトデータのうち、慢性期、回復期リハビリテーション病棟入院料
・訪問診療受療者数・介護老人保健施設の施設サービス受給者数・労働災害入院患者数
・自賠責保険入院患者数

○ 必要病床数は、医療機関所在地ベース、患者住所地ベースで推計されている

・医療機関所在地ベース：患者が受療した医療機関の所在地で患者数を推計したもの。・医療機関所在地ベース：患者が受療した医療機関の所在地で患者数を推計したもの。
→患者の流出入が現状のまま継続するものと仮定して推計したもの
・患者住所地ベース：患者の住所地で患者数を推計したもの。
→患者の流出入がなく、入院が必要な患者は、すべて住所地の二次医療圏の医療機関の病床に
入院するものと仮定して推計したもの

・なお、地域医療構想では、高度急性期の病床を除き、できるだけ構想区域内で対応することが望
ましいと考えられていることから、患者住所地ベースの必要病床数を基本に考えることとされている

・必要病床数は、今後、医療機関所在地ベースと患者住所地ベースの必要病床数の間で、患者
の流出入に関する都道府県間調整等を経て確定させる。

・そのため、今回推計した必要病床数は、あくまで推計ツールで単純に算出した値であり、正式な
地域の必要病床数というわけではない
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７ 現状の数値について

・病床機能報告制度の数値は、不確定な要素が多い（例：他の調査よりも総病床
数が少ない、４機能区分の確たる基準がない中での報告になっている）ため、必ず
しも実態に即した数値ではない

・今後、病床機能報告制度の個別の医療機関の報告内容を見ながら、地域ごとに
実態を把握し、必要があれば、「2025年の必要病床数の推計に係る基礎資料（資
料４－２）」の現状の数値などを見直す（平成26年度病床機能報告制度の各医療
機関の報告内容そのものを修正するものではない）
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＜別記１＞分類イメージ（必要病床数推計ツール条件抽出画面）
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